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開    会 

 

○前田会長 それでは、ただいまから、審議会を開催いたします。 

 

議決事項 

 

（１）審理官の任命に係る議決について 

（２）現在付議されている異議申立ての審理を主宰する主任審理官の指名について（平成

２５年付議第１号及び同年付議第２号関連） 

 

○前田会長 最初に議決事項にありますとおり、審理官の任命に係る議決をお願いしたい

と思います。榮審理官におかれましては、本年９月１１日までの任期となっております。

審理官の任命につきましては、電波法第９９条の１４第３項におきまして、「電波監理審議

会の議決を経て、総務大臣が任命する。」と規定されております。今般、総務大臣から同条

に基づきまして、引き続き榮春彦弁護士を審理官に任命することについて議決の求めがご

ざいました。 

 電波監理審議会としましては、これまでどおり、榮弁護士に審理官をお務めいただいて

はいかがと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 御異議がないようですので、そのように決することといたします。どうぞよ

ろしくお願いたします。議決した旨の通知につきましては、所定の手続により事務局から

総務大臣あて提出してください。 

 それから２つ目。ただいま議決いただきましたので、現在付議された状態にある、異議
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申立て案件につきまして、榮審理官の再任後も引き続き主任審理官として御対応いただく

こととしては、いかがと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 御異議がないようですので、そのように決することといたします。榮審理官

におかれましては、引き続きよろしくお願いいたします。 

それでは、諮問案件の審議に入りますので、総合通信基盤局の職員に入室するよう連絡

をお願いします。 

（総合通信基盤局職員入室） 

 

○前田会長 審議に入ります前に、この夏のご異動で着任された方がいらっしゃいますの

で、一言ずつ御挨拶をお願いできればと思います。 

○髙橋総合通信基盤局総務課長 総合通信基盤局総務課長高橋でございます。よろしくお

願いいたします。 

○田原電波政策課長 ７月より電波部の電波政策課長になりました田原でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

○前田会長 ありがとうございました。 

 

諮問事項（総合通信基盤局関係） 

 

（１）無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基準の一部を改正する省令案について

（諮問第２８号） 

（２）周波数割当計画の一部を変更する告示案について（諮問第２９号） 

 

○前田会長 それでは審議を開始いたします。最初に諮問第２８号「無線局（基幹放送局
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を除く。）の開設の根本的基準の一部を改正する省令案について」及び諮問第２９号「周波

数割当計画の一部を変更する告示案について」につきまして、布施田移動通信課長及び田

原電波政策課長から説明をお願いいたします。 

○布施田移動通信課長 はい、布施田でございます。よろしくお願いいたします。諮問第

２８号説明資料に基づきまして、「無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基準の一

部を改正する省令案」につきまして御説明させていただきます。 

 今回諮問の背景でございますが、本年 1 月より総務省におきまして、新しい電波利用の

姿を具体的に議論することを目的に「電波政策ビジョン懇談会」が開催されております。 

 本年７月にこの懇談会の中間とりまとめがまとめられまして、そこに２５００ＭＨｚ帯

を使っている地域ＢＷＡのあり方につきましても、「高度化方式の速やかな導入」、「提供す

べき公共サービスに関し市町村との連携等を要件とすること」及び「公平な競争環境の維

持を図るために必要な措置を講じること」などを提言いただいております。今回は、これ

らを反映するための制度整備を行うものでございます。 

 諮問の概要でございますが、２５７５から２５９５ＭＨｚを使用する地域ＢＷＡ無線局

の開設基準に、免許の対象区域における公共の福祉の増進に寄与する計画を含むものであ

る旨を規定するものでございます。答申いただいた場合には、本年１０月１日から施行を

予定しているものでございます。 

 説明は、別添の説明資料で御紹介させていただきます。 

 まずＢＷＡには、開設計画の認定を受けて全国的にエリアを展開し、公衆向けの広帯域

データサービスを行う「全国ＢＷＡ」と、デジタル・ディバイドの解消、または地域の公

共サービス向上等のための「地域ＢＷＡ」の２つがございます。周波数配置上は、２つの

全国ＢＷＡの間にはさまれるような形で、ガードバンドをおいて地域ＢＷＡが割当てされ

てございます。 

 全国ＢＷＡでございますが、現在、ＵＱコミュニケーションズとＷｉｒｅｌｅｓｓ Ｃ
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ｉｔｙ Ｐｌａｎｎｉｎｇがサービスを提供しておりまして、加入者数はそれぞれ約４０

１万、約３４４万の加入があるところでございます。 

 地域ＢＷＡにつきましては、先ほど申し上げましたとおり、デジタル・ディバイドの解

消、地域の公共サービスの向上等を目的にしておりまして、免許の対象区域は、１つの市

町村を基本にしてございます。 

 地域ＢＷＡは、平成２０年６月から導入を開始しているところがございますが、普及は

なかなか進まないところでございます。平成２４年度に臨時の電波利用状況調査を行いま

したところ、約９５％の市区町村では地域ＢＷＡの無線局が開設されず、普及が進んでい

ない状況が明らかとなっております。 

 続いて、平成２５年１１月に、地域ＢＷＡの利用意向調査を実施いたしましたところ、

全国ＢＷＡの事業者と資本関係を有する者であるソフトバンクＢＢ及びＪ：ＣＯＭ各社か

ら大規模な参入表明があったところでございます。そのため公平な競争環境維持の観点か

ら議論する必要があるということになりまして、本年１月から電波政策ビジョン懇談会で

議論がされているところでございます。 

 本年 7 月の電波政策ビジョン懇談会の中間とりまとめの中では、地域ＢＷＡの制度趣旨、

「地域の公共の福祉の増進に寄与」するという、この制度趣旨・意義については維持する

一方で、普及が進んでいないという状況から、関係者の意向を考慮しつつ、４つの周波数

有効利用方策が提言されてございます。 

 ①が、システムとしてＷｉＭＡＸ Ｒｅｌｅａｓｅ２．１ Ａｄｄｉｔｉｏｎａｌ Ｅｌｅ

ｍｅｎｔｓとＡＸＧＰという高度化方式を適用するということ。②は、市町村との連携を

要件化するということ。③は、全国事業者などの参入について公平な競争環境の維持を図

るために適切な措置を講じるということがございます。さらに④として、①②③の措置を

講じた上で、所要な経過期間を講じてなお利用されていない地域については、全国バンド

化を検討することというものでございます。 
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 今回の制度整備でございますが、①②③の事項について反映するものです。 

①の高度化システムの導入につきましては、昨年９月の電波監理審議会におきまして無

線設備規則の一部改正案を諮問し、同日答申を受けておりますので、既に制度化の手続き

を取ってございます。 

 ②の市町村との連携等の要件につきましては、今回無線局の開設の根本的基準の一部改

正を行うものでございます。お手元の資料に、無線局の開設の根本的基準の新旧対照表が

付いてございます。同省令の第３条には、電気通信業務用無線局は、電気通信事業の実施

について適切な計画を有していることという規定がございますが、地域ＢＷＡの周波数帯

である２５７５ＭＨｚを超え２５９５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する広帯域移動無

線アクセスシステムの無線局については、免許の対象区域における公共の福祉の増進に寄

与する計画を含むというふうに、地域の公共の福祉の増進に寄与するということを明確化

するものでございます。 

 ③の全国事業者などの参入について公平な競争環境の維持を図るための適切な措置につ

いては、電波法関係審査基準の一部を改正いたしまして、これを全国事業者及び関連事業

者は、免許主体となれないという措置を取ってございます。「地域ＢＷＡの免許主体となれ

ない者」については、全国ＢＷＡ事業者、携帯電話事業者、それらとある一定の資本関係

があるもの等を規定してございます。  

今回の制度改正３項目のうち、２つ目の無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本基準

の一部改正が電波監理審議会の必要的諮問事項に該当しておりまして、今回諮問させてい

ただきました。 

 また、総務省では、この制度改正案につきましてパブリックコメントを本年７月２６日

から８月２５日まで実施しており、５９の方々からコメントをいただきました。本日は、

主な御意見と御意見に対する総務省の考え方を紹介させていただきます。 

 ソフトバンクグループからは、地域ＢＷＡ基地局の配置計画が順調に進まない場合には
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新たに免許しないということを審査基準に盛り込んではどうかという御意見がございまし

た。これに対しましては、地域ＢＷＡは、１局１局の無線局の審査であり、携帯電話のよ

うに開設計画を認定するような形ではございませんので、このような規定を設けることは

不適当であるとしてございます。 

また、同社からは、地域ＢＷＡの今後の申請受付の期限を切るですとか、申請受付期間

は３か月以内で十分という御意見もございましたが、これに対しましては、現時点で規定

することはないということでございます。 

 また、ＵＱコミュニケーションズからは、システム間の干渉の問題から、地域バンドに

おける２０ＭＨｚシステムの導入を２８年度以降にしてほしいという御意見と、地域ＢＷ

Ａ事業者と全国ＢＷＡ事業者の干渉帯の合意を厳守されるようにしてほしいという御意見

がございました。これに対しましては、関係者の合意を取ることという事項が審査基準に

盛り込まれてございますので、これを正しく運用していきたいとしてございます。 

 既存の地域ＢＷＡ事業者からは、地域ＢＷＡと全国ＢＷＡのキャリアアグリゲーション

をする際、地域と全国の制御を徹底するのは難しいという御意見がございました。こちら

は、今回のパブリックコメントの対象ではなく、他の諮問事項に関係することでございま

す。いずれにしましても、電波政策ビジョン懇談会の審議を反映させた結果でございます

ので、原案のとおりとさせていただきたいと考えております。 

 日本ケーブルテレビ連盟からは、申請受付期間を２年程度確保すべきとの御意見のほか、

キャリアアグリゲーションの規定を設けるのは拙速という御意見をいただいてございます。

申請受付期間につきましては、これを参考意見とさせていただきました。キャリアアグリ

ゲーションの規定につきましては、今回のパブリックコメント対象ではございません。 

 最後に、Ｊ：ＣＯＭ各社及び日本ケーブルテレビ連盟から、全国事業者との資本の関係

だけで免許主体になれないということではなくて、これまでの実績なども考慮すべきでは

ないかという御意見をいただいているところでございます。これに対しましては、先ほど
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御紹介いたしましたとおり電波政策ビジョン懇談会において議論いただいた結果を踏まえ

たものであり、原案のとおりとさせていただきたいと考えております。 

 以上、制度改正案の御説明をいたしました。本日答申いただきましたならば、１０月１

日から施行させていただく予定でございます。諮問第２８号の説明は以上でございます。 

○田原電波政策課長 併せて諮問第２９号につき御説明させていただきます。 

 諮問第２９号は、２５４５ＭＨｚから２６５５ＭＨｚまでの周波数帯に係る、周波数割

当計画を変更するというものでございます。 

 先ほど移動通信課のほうからございました、諮問第２８号と関連がございまして、電波

政策ビジョン懇談会での議論を踏まえまして、先ほど、根本基準を改正するということで

ございますけど、これに対応した形で割当計画の一部を変更するものでございます。 

 横紙の参考資料を付けておりますが、こちらを御覧いただければと思います。変更のイ

メージ等がございますけれども、現在割当計画上、２５４５ＭＨｚから２６５５ＭＨｚに

ついては、「移動（航空移動を除く。）」として、電気通信業務用でございますけれども、広

帯域移動無線アクセスシステム用と書いてございます。これにつきまして、別表１０－４

というものを新たに設けまして、広帯域移動無線アクセス用とし、割当ては別表１０－４

によるという形で、別書きする形にいたします。 

 この中で２５７５ＭＨｚを超え２５９５ＭＨｚ以下の部分につきまして、先ほど根本基

準でありましたような免許の対象区域で公共の福祉の増進に寄与する計画を有する無線局

というものについて免許するという根本基準に変えるということでございますが、これに

応じた形の無線局に限るということで、この真ん中の周波数を特定するということでござ

います。 

 これによりまして、今までは全体の広帯域移動無線アクセスとしていたものを地域ＢＷ

Ａという形で、この周波数帯をより明確にするという趣旨でございます。 

 これにつきましては、パブリックコメントを７月から８月にかけて行いましたが、特段
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の意見はございませんでした。 

 本件につきましても、本日ご答申いただけました場合には、速やかに手続きいたしまし

て、先ほどの開設の根本基準の一部改正と併せて１０月１日の施行をするということを予

定しています。以上でございます。 

○前田会長 ありがとうございました。それでは、ただいまの件につきまして、御質問、

御意見等ありますでしょうか。はい、お願いします。 

○村田委員 地域ＢＷＡに対する現状というか考え方を確認させてもらいたいのですけれ

ども、地域の公共の福祉に寄与するという制度趣旨は大変よろしいが、他方で、制度から

６年たって多くの市町村で無線局が開設されていない、つまり、公共の福祉という目的が

達せられていないと。従って、更に言えば、では別の枠組みを作ったらどうだと、全国バ

ンド化というような意見もあるけれども、現時点では、全国化のほうに今すぐ舵を切ると

いうわけではないのだということなんだろうと思います。今日の諮問に係ることは、従っ

て、現在の枠組みの中でうまくいっていないところを、こうやったらうまくいくのではな

いかという施策をとっていって、様子を見て、それでも駄目だったら全国バンド化も検討

せざるを得ないのかなというところが、今日現在の状況ですという理解で、間違ってない

ですか。 

○布施田移動通信課長 はい、その御理解のとおりでございます。 

○村田委員 そうすると２点目に、いただいた資料の５ページのところなのですが、もし

そうだとすると、この①から③の施策を取って効果を見極めるというのも、①は大変よく

分かるんです。高速化したり、スマホだとかタブレット版に対応できるようにして、様子

を見たらどうだろうという、これは、普及していない理由の１つに挙げられているので、

それは分かるのですが、②の諮問第２８号に係るところの、市町村との連携を要件として

明確化する、地方の公共の福祉の増進に寄与する計画を出しなさいというのを、明文化す

るということが、現在の枠組みの推進とどう結び付くのか、それはどう結び付くものでし
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ょうか。 

○布施田移動通信課長 はい、先ほど御説明いたしましたとおり、電波政策ビジョン懇談

会の中では、地域ＢＷＡの趣旨である地域の公共の福祉の増進に寄与するということは、

そのとおりであって、それは維持しましょうと。ただ、普及が進んでいない現状があるの

で、適切に検討されている地域の公共の福祉に関するようなサービスについては、高度化

もした上で適切に検討されている地域の公共の方々だけをまず受け付けて、その他のとこ

ろは、ゆくゆく必要な期間をおいた上でございますけれども、全国事業者が入って、一般

に広く使えるような形にしていくことが適当ということでありました。そのため、市町村

の連携がしっかりしている者ということをしっかり規定しておきたいという趣旨でござい

ます。 

○村田委員 私、ちょっとうがった見方をすると、既に全国バンド化やむなしということ

で、この規定は準備に入っているのかなというふうに表面的に見たときにちょっと読めた

ものですから、要するに全国事業者であっても、地方の公共の福祉の要件を満たす計画を

作っているものであれば、地域の受益者にとっては、それが地域ＢＷＡの業者であろうと、

全国ＢＷＡの業者であろうと、それは、少なくとも受益者から見ると、同じではないかと

いうことで、ここの要件になりつつあるのかなと。ただ一方で③のところで、はっきりと

公平な競争のために、そういう全国業者は、今のところ排除しますよというのを明示して

いるから、その２つの関係がよく分からなかったので、ちょっと質問をしてみたんです。 

 決してそれを、舵を切る準備というわけではないという理解でよいのですよね。 

○布施田移動通信課長 はい。懇談会で御提案いただいた、この手続きを踏んでいくとい

うことでございます。 

○村田委員 ちなみに、ちょっと懇談会の中間とりまとめの概要を読んでみたのですけれ

ども、ここの２つの関係がいまひとつ私には読み取れなかったので、その辺がどうなのか

なと。もう、もしかしたら全国化やむなしなのかなという感じを受けたものですから、そ
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の点が１点です。それともう１つ、この①から③を講じて見極めてから全国バンド化を検

討するということですが、今まで６年経っていますので、この今回の見極め期間というの

はどのぐらいなのですか。 

○布施田移動通信課長 今回①のとおり、高速化とか新しいシステムの導入を盛り込んで

います。その成功例などをまた他の地域が見て、展開していくという可能性もございます

が、どれほど進むのかということも見た上で考慮したいと思います。また、地域の公共サ

ービスの提供の仕方としては、全国事業者のネットワークを借りて、ＭＶＮＯとして提供

するというやり方もございますので、そちらとの兼ね合いとか、状況を見ながら判断した

いと思っています。 

○原島代理 ちょっと関連する質問になりますけれども、地域ＢＷＡの、地域の公共の福

祉の増進に寄与するというような、非常に重要な趣旨で、それを守りたいというのは非常

によく分かります。一方で、御質問が出たように、この①②③④があって、④もついてい

るということが、何か全国バンド化するための準備ではないかという誤解を生みやすいよ

うなところが、私も最初はそのように思いました。なぜそのように思ったかというのは、

この①②③が、地域ＢＷＡをしっかり推進させる仕組みになっているかどうか、これがも

し、そうなってないとすると、今までどおりになってしまう、それが、いろんな方にいっ

てしまうのではないかという、そう思われてしまうと、そういうふうに見られてしまうん

ですね。実際、地域ＢＷＡが、なかなか参入がないということの理由が、本当にこの①②

③だけなのか。この高度化システムというのは非常に重要ですけれども、これは場合によ

っては全国と同じにするということですよね。②③というのは、必ずしも、地域ＢＷＡの

何かビジネスモデル等を明確にするということでもないような気がする、何かちょっと①

②③が、地域ＢＷＡを積極的に推進させるための施策に何かなってないから、そういう誤

解を生むのではないかなという気がいたしました。もちろん制度的にできることと、でき

ないことがあると思いますが、これから地域ＢＷＡが本当にその趣旨が生かされるように、
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積極的に対策を打って、これからやっていただく、ここで①②③をとりあえず決めたから

いいではないかではなくて、積極的対策を打って、できれば④にならずに①②③の元々の

趣旨が生かされるということが重要だと思いますので、そのように、総務省としても進め

ていただければというふうに思っております。 

○布施田移動通信課長 はい。 

○前田会長 他にはいかがでしょうか。 

○松崎委員 私もこの②の「市町村との連携等を要件」とある点を、もう少し詳細に知り

たいのですが。計画段階で提出すればそれでいいのか、ある程度市町村のほうからの合意

を取り付けないと駄目なのか、というようなことです。Ｊ：ＣＯＭと日本ケーブルテレビ

連盟からの、「全国事業者のこれまでの地域における事業実績や市町村との連携等を総合的

に判断すべきである」というパブリックコメントを読むと、既にその地域で、全国事業者

がある程度連携を取ってしまっているとしたら、そこに地域のＢＷＡの事業者が食い込ん

でいくということが事実上可能なのか、その２点についてお伺いしたいです。 

○布施田移動通信課長 はい。１つ目の御指摘いただきました、市町村との連携のやり方

でございますけれども、申請の段階におきまして、市町村と協定なりですね、これはどの

ようなことをやって、地域の公共の福祉の増進に寄与するかという計画を地方自治体と申

請者の合意の元で作っていただくということを要件化してございます。 

 もう１つ、２つ目の御指摘のＪ：ＣＯＭグループが既に地域で密接した活動をしている

と他の事業者が入れないのではないかというのがございますが、他の事業者、Ｊ：ＣＯＭ

以外の事業者がその地域におきまして、観光情報の提供なのか避難地域の情報提供という

形なのか分かりませんが、いろんな案が提案され、地方自治体との連携が図られた計画を

作ると。そういう形で提案されていくことが重要な鍵だと思っております。すぐに入れな

いということはないと思います。 

○松崎委員 はい、ありがとうございます。 
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○山本委員 今の点についてですけれども、８ページのところに、市町村との間の協定書

などと書かれていて、これについては、無線局免許手続規則の一部改正、電波法関係審査

基準の一部改正というふうになって、この辺になると諮問事項から少し外れるところかと

思うのですが、これは、具体的にはどのレベルで、どのような形で書き込まれることにな

るのでしょうかという確認をしたいと思うのですが。 

○布施田移動通信課長 はい。それは審査基準、電波法関係審査基準の訓令案がございま

して、そちらのほうで要件化を進めてございます。表現といたしましては、無線局の申請

にあたりまして、サービス計画とその計画を実施する根拠として免許主体と市町村との間

で締結された協定その他の契約、また、それに関係するサービスに係る市町村の事業計画、

こういうものを出していただくこととしております。 

○山本委員 審査基準上は、市町村のコミットメントを示すような、どういう名称であれ、

文書を添付するようにということを求めているのですか。 

○布施田移動通信課長 はい。そうでございます。 

○山本委員 分かりました。 

○前田会長 他にはございませんか。 

 本件は、先ほどから、本当にこれが地域ＢＷＡの促進に寄与するのかどうかという疑念

が呈されていますが、元々の枠組みである現行の地域ＢＷＡの仕組みを維持するというと

ころから出発し、一部を修正する提言になっています。そこが一番皆さん疑念の元になっ

ているところなのかもしれません。５ページ目の電波政策ビジョン懇談会中間とりまとめ

の最初の①②③の一番上に書いてある、「『地域の公共の福祉の増進に寄与』するという制

度趣旨・意義については維持」という、この一言がその後ろ側の変更点の枠組みを規定し

ていると理解をしたわけです。特に②番について疑念がいくつか出ましたけれども、それ

を必要とする背景がたぶん、私の理解では、４ページ目に、昨年、利用意向調査をやった

結果として、全国規模に展開している事業者が、現行制度を利用して、きちんとした開設
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計画ではない状態で個別にどんどん申請を出せる状況にあります。そういうことによって、

現行の仕組みが大幅に崩れてしまう可能性があり、そういうことを危惧しているというこ

とですよね。現行の制度を維持する限りは、これがないと先ほどのような事業者の方々が

個別だと称して全国規模に全部申請をするというような事態になると、現行制度が維持で

きないということになるので、最初の現行制度を維持するかどうかというところが一番の

ポイントなのかなというふうに私は理解をしております。 

 維持するためには、どうしても②は必要なのかなというふうに理解をいたしました。 

 ということで、将来の④の姿を既にここに書いてあるので、本当にこれでいいのだろう

かという疑念が委員の方々には若干起こったところかなと思いますが、今回の諮問につい

て、特に今のような現行制度を維持するというところからスタートしたときに、この案で

よいのではないかというふうに思います。御意見ございますでしょうか。 

○松崎委員 今、概要のところで、免許対象区域が１市町村になっていて、経済活動があ

れば２以上となっていますね。業者の人の意向は、参入区域を複数市町村としたいという

ものが過半数であるということを踏まえて、例えば、経済活動であれば３市町村でも良い

というように広げるという施策を取れば、今までの６年よりも参入者が増えるという可能

性は高いのではないでしょうか。そのようなことはできないのでしょうか。 

○布施田移動通信課長 はい。今の御説明にありましたとおり、原則は１つの市町村でご

ざいますが、申請者の理由によっては、経済活動が連携しているなどの理由があれば、２

つ以上、もしくは３つ、４つの市町村をカバーするような形のサービスは、現行でできる

ようになってございます。 

○松崎委員 それは、周知されているのですか。 

○布施田移動通信課長 はい。実際それで免許を取っている事業者もございます。 

○原島代理 本来の趣旨である地域のサービスをという、地域の定義ですね、地域という

のは１市町村なのか、経済圏が１つであるとか、そういう中で生活しているのが本来の地
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域。市町村というのはあくまで行政上の問題ですので、そういう広い地域にすればもう少

しＢＷＡが参入しやすくなるという、元々地域の定義が狭すぎるから参入しにくい、ビジ

ネスモデルが立てにくいということがもしあるようでしたら、それは積極的に柔軟に考え

て、本来の趣旨が生かされるようにしていただきたいというふうに思っています。 

○前田会長 それでは、ただ今のような御意見については、それぞれ参考にしていただい

て設計をしていただければというふうに思います。 

 この諮問第２８号、第２９号について、諮問のとおり改正及び変更することは適当であ

る旨の答申を行なうこととしてはいかが思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 それでは、先ほどのようないくつかの注文がつきました、それを踏まえてよ

ろしくお願いいたします。よろしければ、そのように決することといたします。答申書に

つきましては、所定の手続きにより事務局から総務大臣あてに提出してください。 

 

（３）電波法施行規則等の一部を改正する省令案について（諮問第３０号） 

（４）周波数割当計画の一部を変更する告示案について（諮問第３１号） 

 

○前田会長 それでは、次に移ります。諮問第３０号「電波法施行規則等の一部を改正す

る省令案について」及び諮問第３１号「周波数割当計画の一部を変更する告示案について」

につきまして、布施田移動通信課長及び田原電波政策課長から説明をお願いいたします。 

○布施田移動通信課長 はい、続けて説明させていただきます。諮問第３０号「電波法施

行規則等の一部を改正する省令案について」、こちらを御説明させていただきます。こちら

の諮問は、３．５ＧＨｚ帯へ第４世代移動通信システム（ＬＴＥ―Ａｄｖａｎｃｅｄ）を

導入するにあたり、必要となる制度整備を行うものでございます。 

 背景でございますが、昨年７月に情報通信審議会から、このＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ
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の技術的条件については答申をいただいております。 

 また、昨年１２月には電波監理審議会において、現在携帯電話事業者に割り当てている

周波数帯において、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの技術を導入する制度整備は答申をいただ

いたところでございます。 

 今回は、３．５ＧＨｚ帯、３．４ＧＨｚから３．６ＧＨｚまでの周波数に第４世代移動

通信システムの導入を可能とする制度整備でございます。 

 省令改正の概要でございますが、この３．５ＧＨｚ帯にＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄを導

入するために、まず（１）、電波法施行規則、無線設備規則、それから特定無線設備の技術

基準適合証明等に関する規則を修正させていただきます。 

 （２）でございますが、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄになりますと、これまでのＬＴＥの

場合には試験のための別な電波が必要でしたが、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの場合には自

らが行えるということで、この試験のために必要な無線設備の項目を削除していきます。

また、（２）の直交周波数分割多元接続方式携帯無線通信、通称ではＵｌｔｒａ Ｍｏｂｉ

ｌｅ Ｂｒｏａｄｂａｎｄという方式がございます、その方式が過去制度化したのでござ

いますが、実用化されないというような目処がございます。こちらも併せて項目を削除い

たします。 

 その他の規定といたしまして、（１）のＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの導入に伴い、陸上移

動中継局を導入するのに関係して、免許手続規則のほうも改定させていただきます。 

 施行期日につきましては、今回、公布日を施行日とさせていただきたいと思います。概

要につきましては、次の横長の資料で御紹介させていただきます。 

 携帯電話の進化はここにあるとおりでございまして、第１世代から順に世代が上がって

きまして、今第４世代と。携帯電話と無線アクセスそれぞれの発展系で今来ているところ

でございます。 

 続きまして２ページ目、第４世代移動通信システムの導入に伴う規定の整備ということ
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でございますが、これは特長を御紹介させていただきます。大きく２つありまして、１つ

が光ファイバ並みの超高速を実現すると。第４世代ですと、２時間のＤＶＤが約３０秒で

ダウンロードできるような高速性を持ってございます。 

 特長の２つ目でございますけれど、柔軟性の高い電波利用を行えます。複数の通信波を

束ねて使うキャリアアグリゲーションが主な点でございます。 

 次の３ページ目に続きます。キャリアアグリゲーション技術の概要を御紹介させていた

だいております。キャリアアグリゲーション技術は、２つの波を一体として使うものでご

ざいます。２つの波が絵の左側のように連続している場合でも、また、右側のように離れ

ていても、１つは８００ＭＨｚ帯、１つは３．５ＧＨｚ帯と離れていたとしても一体とし

て使えます。例えば、８００ＭＨｚ帯の１０ＭＨｚ幅と３．５ＧＨｚ帯の２０ＭＨｚ幅が

ありましたら、一体化して３０ＭＨｚ幅として扱いまして、スピードも、８００ＭＨｚは

７０Ｍｂｐｓ、３．５ＧＨｚが１５０Ｍｂｐｓ、併せて２２５Ｍｂｐｓの高速通信が可能

でございます。下から３つ目の「〇」でございますが、昨年１２月に諮問させていただい

た際には、このキャリアアグリゲーションは「一の者に運用されるものに限る。」と、つま

り、事業者間をまたいでのキャリアアグリゲーションはできないという基準になってござ

いました。この扱いにつきましては、電波政策ビジョン懇談会で議論していただきまして、

中間とりまとめの中で結果としまして、周波数有効利用技術の活用を推進するということ

で、適切な措置を講じて実用化するということになってございます。 

 次の４ページ目に、その電波政策ビジョン懇談会でのキャリアアグリゲーションの議論

のうち、地域ＢＷＡと全国ＢＷＡ事業者のキャリアアグリゲーションのところについて御

紹介させていただきます。地域ＢＷＡの周波数は先ほど御審議のとおり「地域の公共の福

祉の増進」を目的にしているということでございます。そこに１つ目の「●」でございま

すが、全国事業者、また関連事業者がそのまま入ってくることについては、適切な措置を

講じるべきであるということでございます。 
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 そのため、中ほどより下側にございますが、全国事業者のほうが地域ＢＷＡの波を使っ

てキャリアアグリゲーションをするということは、その地域ＢＷＡの周波数帯を使用する

目的に合っていないということもあり、また、公平な競争環境を確保する観点から認めな

いというふうになってございます。 

 全国事業者が周波数を使うのであれば、開設計画などの認定をした上で使うべきである

という御意見が、公平な競争環境を確保する観点というところでございます。 

 一方、地域ＢＷＡの事業者のほうが全国事業者の周波数を使ってキャリアアグリゲーシ

ョンすることについては、地域ＢＷＡの「地域の公共の福祉の増進」という目的の範囲の

中では、これは使ってよろしいのではないかということで、地域ＢＷＡは、全国ＢＷＡの

周波数を使ってキャリアアグリゲーションができるよう、適切な措置を講じるというふう

になってございます。 

 このような背景から、各種の改正をしてございます。５ページ目にそれをまとめて書い

てございます。 

 お手元の資料に今回の改正案の新旧対照表がついてございますので、そちらと併せなが

ら御覧になっていただきたいと思います。 

 まず、新旧対照表の１ページ目でございますが、こちら電波法施行規則第１５条の３で

ございまして、こちらは特定無線局の対象設備が列挙されてございます。項目二に、例え

ば１５条の３の２の（９）。これは３．５ＧＨｚ帯の移動局を示すものでございますが、こ

のように関係する設備をこの条の中に対象設備として入れてございます。 

 めくっていただきまして、３ページの無線局免許手続規則でございまして、御紹介しま

した、申請手続きの簡略化でございます。ここに３．５ＧＨｚ帯の陸上移動中継局の明記

もしてございます。 

 また、続きまして４ページにいきますが、これは無線設備規則の改定でございます。第

１４条ですが、こちらは空中線電力の許容偏差が書いてございます。こちらにＴＤ－ＬＴ
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Ｅ、今回の技術基準に伴いまして、許容偏差を追加してございます。 

 ７ページ目を御覧いただきたいと思います。７ページの下側に十五 直交周波数分割多

元接続方式の接続等に、次に掲げる送信設備、４９条６の１１においての規定がございま

すが、これらは先ほど申し上げました、ＵＭＢ、モバイルブロードバンドについてござい

ますが、これは全部削除していきます。 

 また、９ページ目でございますが、９ページ目の上段十六のところでございますが、こ

こはＢＷＡの規定でございます。ＢＷＡの空中線電力の許容偏差の下限を今緩和してござ

います。過去においては、下側見ていただきますと分かるとおり、４７％でございました

が、現在７９％に緩和してございます。 

続きまして、１０ページ目に第２４条で、副次的に発する電波等の限度の規定がござい

ます。御覧いただきますと、１０ページの下側中ほどでございますが、「並びに八一五ＭＨ

ｚを超え」という表現がございます。これが試験のための通信の無線局が開局している規

定がございます。こちらのほうはＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの時には必要ないということ

でございますし、現状無線局ございませんので、この関連する表現は全て削除していって

ございます。 

 １３ページを御覧ください。細かくて恐縮でございます。１３ページ目の上側のほうに、

３．５ＧＨｚ帯、３．４、３．６のＴＤ－ＬＴＥの漏えい電波の定義を書いてございます。 

 次が１４ページ目でございます。キャリアアグリゲーションの規定でございます。 

 １４ページの中ほどの下の欄が現行案でございまして、キャリアアグリゲーションにつ

いては、「一の者により運用されるものに限る。」と現行規定されていたものでございます。 

 これを、上の段、改正案では取りまして、キャリアアグリゲーションできる対象の基地

局を（１）、（２）と書いてございます。 

 ここはＦＤＤのＬＴＥの項目でございますので、キャリアアグリゲーションできる局と

して、（１）はＴＤＤのＬＴＥ、（２）はＢＷＡにおいてでございます。 
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 また、この「ヘ」の項目の中に、括弧書きで「総務大臣が別に定めるものを除く。」とい

うことで、ここでキャリアアグリゲーションができないものを別に告示で用意してござい

ます。その告示の中で、先ほど御紹介いたしました、全国事業者が地域ＢＷＡのほうを使

うアグリゲーションはできませんということを書いてございます。 

 続きまして、１８ページになりますが、これも同じく４９条６の１０というＴＤ－ＬＴ

Ｅの項目でございまして、ここに、１８ページの上側にＴＤ－ＬＴＥの３．５ＧＨｚ帯の

陸上移動局、第４号ですね。左側の第５号が、フェムトセルです。次の第６号が屋内小型

基地局ということで、それぞれ規定してございます。 

 １９ページの下の６の１１は、これは全て削除いたします。 

 ２１ページ目にございますが、これまで第４９条６の１２だったものが、全て４９条６

の１１と条ずれをしてございます。 

 また、２１ページの後半、４９条の２９から、こちらがＢＷＡの規定でございまして、

ＢＷＡの規定の中にも、次の２２ページ目の最初のほうでございますが、キャリアアグリ

ゲーションの規定を入れてございまして、「一の者」に限っていたものを外しております。 

 一方、これに伴いました別表の規定がずっと続いてございます。 

 最後２９ページに、特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則がございまして、

こちらに、今回３．５ＧＨｚ帯のＴＤ－ＬＴＥの中継局とフェムトセル屋内基地局を、例

えば、２９ページ上段の第２条、１１の２１の２、こちらは中継局でございます。１１の

２３、これがフェムトセル基地局。１１の２４が屋内基地局というふうに、対象設備を入

れてございます。 

 これに併せて、別表なども整備しているところでございます。 

 以上が改正案の御紹介でございます。これにつきましても、本年７月２６日から８月２

５日までパブリックコメントさせていただきました。１５件の御意見をいただきました。

基本的には賛同するという御意見でございましたが、他に代表するコメントが４つござい
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ましたので、御紹介させていただきます。御手元横紙のパブコメの資料でございます。 

 １つ目にドコモでございますが、ドコモの項目の下から２行目、「また、」以降でござい

ますが、国際的な整合性を速やかに図ってくださいという御意見がございました。これに

対しては、今後とも考慮していきたいと考えてございます。 

 また、次の２ページ目の、Ｗｉｒｅｌｅｓｓ Ｃｉｔｙ Ｐｌａｎｎｉｎｇの中ほどで

ございますが、キャリアアグリゲーションをする際に、キャリアアグリゲーション、２つ

の波を足すわけでございまして、その２つの波を足す、ダイプレクサというものが入る関

係から、空中線電力の許容偏差の下限値が緩くないと困りますというコメントがございま

した。これにつきましては、先ほど御紹介した中で申し上げましたとおり、下限値の緩和

をしてございます。 

 また、同じ２ページの下側、華為からでございますが、技術条件が変わるのではないで

すかというコメントがございました。これは、右側に書いてございますが、昨年情報通信

審議会からいただいた答申から、その後３ＧＰＰ等で議論が進んで、規定が変わっている

ところ、最新化しているものにつきましては、それを反映しているという図でございます。 

 また４ページ目でございますが、ＣＴＢメディア株式会社から出ていますが、以降、関

係のケーブルテレビ事業者から同じ、同様なコメントが来ておりますが、キャリアアグリ

ゲーションのあり方について、片方向のキャリアアグリゲーションというのは実現性は非

常に難しいと。これは地域と全域が調整しないと実現できないものですが、このコメント

によりますと、全国ＢＷＡ事業者のメリットがなかなか薄いところで、全国ＢＷＡ事業者

と調整するのは難しいというコメントが来ておりました。こちらにつきましては、そのよ

うな事情はございますが、ビジョン懇談会の御議論のとおり、この周波数帯の使用目的と

かを鑑みまして、先ほどの資料で説明したとおり、地域ＢＷＡがその目的の範囲の中で全

国事業者の波を使ってキャリアアグリゲーションができるという案を維持させていただき

たいというふうにしてございます。 
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 御説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○田原電波政策課長 続いて、諮問第３１号でございます。 

 こちらにつきましても、先ほどと同様の項目、３．５ＧＨｚ帯への第４世代移動通信シ

ステム、ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄの導入に併せて、施行規則、無線設備規則の改正に併

せまして、周波数割当計画の一部を変更するという告示案でございます。 

 具体的内容でございますが、３４５６ＭＨｚから３６００ＭＨｚまでの周波数に分配さ

れている移動業務について変更するということでございます。 

 横紙参考資料がございますので、こちらで御説明をさせていただきます。 

 現在の割当計画では、３４５６ＭＨｚから３６００ＭＨｚということで、固定衛星業務

と移動業務に割り与えられておりまして、電気通信業務用等に割り当てられているという

ことでございますが、これにつきまして、移動業務の条件のところに携帯無線通信用とす

るということで、割当ては、別表１０－３によるという規定を追加するものでございます。 

 こちらでございますけれども、今、技術基準等では３．４ＧＨｚから３．６ＧＨｚとい

う２００ＭＨｚを対象としておりますけれども、このあと説明のある、開設指針等で実際

に割り当てる周波数帯域が上側の１２０ＭＨｚということでございます。こちらにかかる

部分だけの改正を割当計画で行なっております。それに該当する部分として３４５６ＭＨ

ｚから３６００ＭＨｚという、この範囲の改正になりまして、別表１０－３に飛ぶわけで

ございますけれど、別表１０－３というのは、ＴＤＤ方式で、一周波方式と書いてござい

ますけれども、ＴＤ－ＬＴＥを入れるということでございますので、その区分で実際に今

般割り当てることになる３４８０ＭＨｚから３６００ＭＨｚ、こちらを明記するというも

のの改正でございます。こちらにつきましても、パブコメを行なっておりますけれども、

特段の意見はございませんでした。改正につきましては、先ほどの設備規則と併せて速や

かに実施していくということにしています。以上でございます。 

○前田会長 はい、ありがとうございました。それでは、ただいまの件につきまして、御
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質問、御意見等ありますでしょうか。 

○原島代理 ちょっと関連したところで、勉強させていただきたいのですけれども、第４

世代がいよいよ現実のものになろうとしているというのが非常に素晴らしいことだと思う

んですけれども、一方で、全てそれが素晴らしいことだというわけでは実はなくて、当然

ながら高速化するためには、有限の帯域をより多く使うことになるわけですね。今回の場

合は、たぶん４０ＭＨｚぐらいになると。そうすると、早ければ早いほうがいいというの

は、帯域が広ければ広いほどいいというような話にもなってしまう。周波数帯域というの

は有限の我々の資産ですので、それをどう有効活用するかということと一緒に考えなけれ

ばいけないことだというふうに考えております。 

 その立場で言いますと、この第４世代は、第４世代になることによって、新たに可能に

なるサービスというのはあるのでしょうか。それとも第３．９世代までやってきたことの

単なる高速化ということなのでしょうか。 

 単に速くするということなのか、それとも、第４世代になることによって、携帯電話と

いうのはサービスの質的に変わってくるということはあるのでしょうか。それは、従来、

最初は音声だけだったのが、高速になることによって基本的に質的に変わってきたという

経緯があると思うのですが、この第４世代はどうなのでしょうか。 

○布施田移動通信課長 関係者でもいろんな考えがあります。将来のことですので、いろ

いろなアイディアとして言っているわけでございますが、やはり今話題になっております

マシーンツーマシーンのＭｔｏＭへの応用は考えられておりますし、３．５ＧＨｚという

高い周波数帯で、いろいろ通信もございますので、そのＭｔｏＭの中でも容量が大きいも

の、例えばウェアラブルの機械が出てきたときに、それが画像を扱うと、ウェアラブルの

ところはですね。そういうものについての応用があるのかなという話は出ています。その

ようなサービスがガラリと変わるほどのサービスになるかどうかというのは、またこれか

らの検討課題だと思います。 
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○原島代理 はい、分かりました。 

○前田会長 他にはいかがでしょうか。 

○松崎委員 キャリアアグリゲーションのところなのですけれども、諮問２８号のパブリ

ックコメントで、既存の地域ＢＷＡ事業者から地域、全国の制御を徹底することが難しい

という意見が出ていますね。今回のパブリックコメントでも、ＣＴＢメディア株式会社か

ら、片方向のキャリアアグリゲーションは難しいという意見が出ている点が気になりまし

た。既存の事業者が心配しているという点と、現実的に難しいと言う意見が出ていること

を踏まえたときに、それを緩和できるような、何らかの施策というのはあり得るのでしょ

うか。 

○布施田移動通信課長 はい。今の御指摘、キャリアアグリゲーション、参考資料の４ペ

ージで御説明したのでございますけれども、全国事業者にとってのメリットはなかなか説

明しにくいということで、地域事業者が全国事業の統一がしにくいというコメントでござ

います。その点につきましては、この周波数の利用目的とか趣旨を全国事業者の方々にも

十分御理解していただいて、地域ＢＷＡがやろうとしているということをよく理解して、

できるならサポートをしていただきたいということだと思いますので、この制度の趣旨を

関係者の方々には、私たち、引き続きこれからも御説明していきたいというように、この

コメントについては答えられるようにしていきたいと思っております。 

○松崎委員 それでは、嫌だと言われることも十分あり得るわけですね。地域の業者がお

願いしても、全国の事業者がうちには何のメリットもないから嫌ですと拒否されるような。 

○布施田移動通信課長 嫌だと言いますか、交渉もございますので、その辺は時間的、技

術的な、またコスト的なことかもしれませんけれども、様々な条件があると思いますので、

その条件をどう判断する、どれだけコスト、時間をかけて、開設していくかということだ

と思います。嫌、好きということではないかと思います。 

○松崎委員 地域の業者にとってメリットがあることは分かるのですけれども、全国事業
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者にはどんなメリットがあるのでしょうか。 

○布施田移動通信課長 そこはまさしく、地域事業者がどのような提案を全国事業者にす

るかどうかですね。キャリアアグリゲーションだけの、突っ込む話になっちゃいますけれ

ども、キャリアアグリゲーションをするためだけの交渉なのか、地域事業者として、全国

事業者と一緒になって、地域の公共の福祉の増進に対して一緒のプロジェクトをしましょ

うということで持っていくのかとかですね、他のやり方だったり、いろいろあるのかなと

いうふうに考えます。 

○松崎委員 それを全国事業者がメリットありと認めてくれるかどうか。 

○布施田移動通信課長 よしとすると。 

○松崎委員 よしとするかどうかというところが、かなりハードルが高いような気もしま

すが、分かりました。ありがとうございます。 

○前田会長 それでは、本件は第４世代移動通信システムのための規定の整備ということ

で、特に反対意見もないようですので、諮問第３０号及び３１号につきましては、諮問の

とおり改正及び変更することは適当である旨の答申を行うこととしてはいかがと思います

が、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 特にないようですので、そのように決することといたします。答申書につき

ましては、所定の手続きにより事務局から総務大臣あてに提出してください。 

 

（５）第４世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設指針の制定について（諮

問第３２号） 

 

○前田会長 次に諮問３２号に進みます。「第４世代移動通信システムの導入のための特定

基地局の開設指針の制定について」につきまして、布施田移動通信課長及び香月移動通信
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企画官から説明をお願いいたします。 

○布施田移動通信課長 諮問第３２号、説明資料につきまして、御説明させていただきま

す。 

 第４世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設指針の告示になりますが、

その告示の制定についてでございます。 

 説明資料をめくっていただきまして、まず第４世代移動通信システムの概要でございま

す。御承知のとおり１Ｇｂｐｓの超高速を実現するもの、またキャリアアグリゲーション

等の技術を活用するものでございまして、下側にありますとおり、日本再興戦略において

も、平成２６年までに割当てを行うというふうになってございます。 

 ２ページ目、割当ての基本的考え方でございます。今年の１月に関係者を招いた公開ヒ

アリングがございまして、そちらの意見を尊重して、まず事業者に対して早期に割当て可

能な帯域を割り当てるということ。また、トラヒックの急増で上り下りを変えられるよう

にＴＤＤ方式、時分割の方式を入れるということ、また、最速１Ｇｂｐｓというものを可

能にするため、１者あたり４０ＭＨｚ幅を割り当てるということを考え方にしてございま

して、２ページ目の下にあります、この絵のとおり３６００ＭＨｚの上のほうから４０、

４０、４０ということで３枠を割当対象帯域としてございます。 

 次のページ以降開設指針の概要がございますが、こちらにつきましては香月企画官から

説明させていただきます。 

○香月移動通信企画官 香月でございます。開設指針の概要について、続きまして説明い

たします。 

 まず９ページ目を御覧いただけますでしょうか。周波数割当制度の概要についてまとめ

たものでございます。携帯電話の基地局等、同一の者が相当数開設する必要がある無線局、

これを特定基地局と言います、特定基地局については、基地局の整備計画、開設計画と呼

んでおりますが、その認定を受けた事業者のみが免許申請が可能ということになっており
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ます。開設計画の認定は、①から③に掲げた手順を経て行うこととされておりまして、ま

ず総務大臣が開設指針の割当て方針を公示すると。２つ目としましては、開設計画の申請

を受け付けると。③としまして、開設指針に照らして審査・認定を行うことになります。

この①と③が電波監理審議会への諮問、答申が必要となってございまして、今回の諮問を

お願いしている件は、①の開設指針の策定にあたります。 

 それでは、３ページ目にお戻りいただけますでしょうか。まず特定基地局の範囲でござ

いますが、ＴＤＤ方式、今説明ございましたが、この基地局、陸上移動中継局で、下記２

の周波数を使用するものとする。使用する周波数としては、全国において３４８０から３

６００ＭＨｚ以下の周波数とするということでございます。 

 特定基地局の配置、開設時期でございますが、（１）認定から４年後までの年度末までに、

各総合通信局の管轄区域内の人口カバー率が５０％以上になるように特定基地局を配置す

るというものでございます。この率につきましては、先般行われました２．５ＧＨｚ帯の

ＢＷＡのときと同じとなってございます。この基準につきましては、先ほどからございま

す電波政策ビジョン懇談会におきましても、周波数の割当てというのは、電波の公平かつ

能率的な利用を通じて公共の福祉を増進する観点から、人口カバー率を評価の対象とする

と、こうした考え方は維持すべきであるという提言を受けてございます。 

 （２）につきましては、認定から２年後の年度末までに特定ひっ迫区域、これは繁華街

ですとか、ターミナルなど通信の利用が特に集中するエリアを含む区域において、高度特

定基地局、最速１Ｇｂｐｓの通信速度を実現可能な基地局の運用を開始しなければならな

いとしてございます。この基準は、今回新たに設けた基準でございます。今回の周波数は

特に、高トラフィックエリアにおける通信品質の確保のために活用したいという事業者か

らの要望が、先ほど説明申し上げました公開ヒアリングの中でも、要望がなされていると

ころでございます。こうしたものを踏まえまして、要件として設定したものでございます。 

 （３）につきましては、全ての都道府県において特定基地局の運用を開始しなければな
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らないということでございます。 

 ４番目、電波の能率的な利用を確保するための技術の導入ということで、適応多値変調、

キャリアアグリゲーション技術などの能率的な利用を確保するための技術を用いなければ

ならないとしてございます。 

 申請可能周波数幅につきましては、４０ＭＨｚということで、３４８０から３５２０、

３５２０超３５６０、３５６０超３６００以下と、３バンドにつきまして、申請を行う者

は、割当てを希望する順に記載するということにしてございます。 

 そして認定開設者の義務でございますが、（１）につきましては、こちらは、他の認定開

設者との混信等を防止する必要がございます。先ほど説明ございましたが、ＴＤＤ方式と

いうのを今回取ることにしてございます。ＴＤＤ方式で、しかもガードバンドも取らずに

ぴったりくっつけた感じで、今回割当てを行うことにしておりますが、その場合には各事

業者間で上り下りのタイミングなどを揃えてもらう必要がございます。そうしたことの運

用上必要な事項について、予め認定開設者間で合意を取らなければならないというふうに

してございます。 

 （２）でございますが、この帯域等を使用して宇宙無線通信の電波の受信を行なう受信

設備の運用者に対し、特定基地局の設置による影響を周知するとともに、問合せに対応す

るための窓口を共同して設置しなければならないというものでございまして、こちらは先

ほどの２ページ目の資料にございますが、この帯域が２ページ目の１番下のところで、衛

星通信システムとございます。このバンドは元々、衛星通信システムが利用していたバン

ドでございまして、こことの共用を図っていただければならないということになってござ

います。従いまして、衛星の受信設備の運用者が不測の損害を受けることがないよう、特

定基地局の設置の影響を周知するとともに、問合せに対応するための窓口を設置すること

を義務付けるというものでございます。 

 （３）につきましては、認定開設者は、四半期毎又は総務大臣から求められた場合に、
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開設計画の進捗を示す書類を提出しなければならない。 

 （４）につきましては、適切に実施されているかどうかというのを総務大臣は確認し、

インターネットなどの方法で公表するというものでございます。 

 次に４ページ目を御覧ください。絶対的審査基準について説明をいたします。 

 これは申請者が最低限満たさなければならないという基準でございます。５ページ目に

は競願時の審査基準を記載しております。 

 まず絶対的審査基準から説明いたします。３ページで説明いたしました要件に加えまし

て、ここに記載しております１２の要件を満たすことを条件としております。 

 内容としては、過去の割当てにおける絶対的審査基準と同様のものもございます。 

 （１）は、基地局の設置場所の確保などの計画。（２）は、技術的検討などの計画や電気

通信設備の保守などに関する計画。（３）は、無線従事者などの配置計画。（４）は、障害

等の防止計画。（５）は、認定の有効期間までに単年度黒字を達成する収支計画。（６）は、

法令遵守の体制整備の計画。それぞれ要することを要件としてございます。（７）は、既設

の無線局への妨害防止措置を行なう計画を有することを規定してございます。（８）も、こ

れは、先ほどもお話いたしましたが、ＴＤＤの運用に必要な事項について、他の開設者と

連絡、調整を行う計画を有することを要件としてございます。（９）は、これも先ほど御説

明いたしましたが、衛星通信システムとの共用が見込まれることから、周知、窓口設置等

の体制整備の計画を有することを要件としてございます。（１０）は、携帯電話の免許を有

しない者に対する卸電気通信役務または電気通信設備の接続を提供する計画を有している

ことを要件としてございます。（１１）は、これは、電波政策ビジョン懇談会におきまして、

構成員の方より、周波数割当てにあたっては、消費者ニーズに合致する料金やサービスメ

ニューの提供を促す意見が提示されたところでございます。こうした御意見を踏まえまし

て、利用者の通信需要に応じた多様な料金設定を行う計画を有することを要件とするもの

でございます。（１２）でございますが、これも同じく、電波政策ビジョン懇談会の中間と
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りまとめにおきまして、グループ概念を見直すべきではないか、すなわちこれまでの割当

てにおきましては、申請者と３分の１以上の議決権保有関係にあるものが同時に割当ての

申請を行うことを禁止しております。しかし、議決権以外の資本関係ですとか、意思決定、

取引関係などの他の要素も考慮することにより、参入機会の多様性の実質的な確保を図る

べきだという提言がなされたことを踏まえて要件化したものでございます。 

（１２）の①にある要件につきましては、これまでと同じ要件でございます。②につき

ましては、５分の１超、３分の１未満の議決権保有関係であっても、一方が他方の筆頭株

主である場合や周波数を一体的に運用している場合には、同時申請を禁止することとして

おります。昨今自ら周波数を割り当てられて、移動通信サービスを提供している者が、他

の事業者に割り当てられた周波数を使用して、自らのサービスを提供するという周波数の

一体的な運用がなされております。こうした現状におきまして、電波政策ビジョン懇談会

では、周波数を一体的に運用している場合には事業活動の協調が認められると、グループ

として扱うのが適当であるという指摘がなされております。今回の基準は、これを踏まえ

て設定したものでございます。③から⑤は役員に兼任がある場合でございます。③は代表

取締役同士の兼任がある場合、④と⑤は一方が他方の役員総数の２分の１超を占めている

場合を規定しておりまして、いずれも会社の意思決定に大きな影響を及ぼすことが可能で

あることから、これをグループとして取り扱うこととしてございます。 

 これらの絶対的審査基準を審査した結果、４者以上が要件を満たす場合、または割当て

を希望する周波数が３枠ございますが、どこを希望するかという周波数が重複する場合に、

次のページの競願時審査基準を適用し、上位者から希望に従って周波数を指定することと

なります。 

 ５ページを御覧ください。競願時審査基準でございます。まず基準Ａは、認定から４年

後の年度末における、特定基地局の人口カバー率がより大きいことでございます。 

 基準Ｂは、認定から４年後の年度末における、先ほど申しました繁華街などの特定ひっ
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迫区域における高度特定基地局がより多いことを基準としてございます。これは、高トラ

ヒックエリアにおける通信品質の確保への取り組みを評価するものでございます。 

 基準Ｃは、屋内に設置する基地局、屋内において通信を可能とする基地局の開設数や場

所に関する具体的な計画がより充実しているということでございます。 

 基準Ｄにつきましては、（１）（２）（３）とございますが、この基準は安全・信頼性の確

保に関する計画の充実を審査するものでございます。電波政策ビジョン懇談会の中間とり

まとめにおきましても、安全・信頼性を確保するための対策の充実を評価の対象とすべき

とされてございます。（１）から（３）は、昨年１０月にとりまとめられました、「多様化・

複雑化する電気通信事故の防止の在り方について」の報告書におきまして、主な事故の原

因として挙げられている人員ミス、設備の容量不足、ソフトウェアバグについての対策を

評価するものでございます。 

 基準Ｅにつきましては、ＭＶＮＯの提供についての計画の充実とあります。サービス提

供対象者としては、携帯電話事業者、ＢＷＡ事業者を除くと記載しております。これは、

グループ内で周波数を一体的に運用している例が多く見られることから、実質的なＭＶＮ

Ｏの提供についての計画の充実を評価するためでございます。 

 基準Ｆは、周波数のひっ迫度を審査するものでございます。現在、携帯電話の周波数の

割当てを受けていないという場合には、新規参入者の場合には、ここで評価の加点がされ

るということでございまして、また既存事業者につきましては、今、既に割り当てられて

いる周波数の幅に対する契約者の割合が高いかどうかということを審査するものでござい

ます。この基準Ｆにつきましても、先ほど申しましたように、昨今、移動通信事業者間で

周波数の一体的に運用がなされているという現状を踏まえまして、これも電波政策ビジョ

ン懇談会の中間とりまとめにおきまして、周波数のひっ迫度をより実態に即した形で把握

すべきだという提言がなされてございます。具体的には、自ら周波数を割り当てられたも

のが、他事業者と恒常的に周波数を一体運用している場合には、当該他事業者の契約数及
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び周波数も自らの契約数及び周波数として算定の対象とするということが提言されており

ます。これを受けまして、周波数のひっ迫度の算定にあたっては、周波数を一体運用する

携帯電話事業者またはＢＷＡ事業者の周波数、契約数を含めて算定することとしてござい

ます。 

 次に基準のＧ、Ｈでございますが、これらは申請者が既存事業者のみの場合、または、

基準ＡからＦを審査した結果、上位３位以上の者が既存事業者である場合に審査を行なう

という基準でございます。 

 基準Ｇは既に割当てが行なわれている周波数におきまして、認定から４年後の年度末に

おける人口カバー率を審査の対象としてございます。基地局の人口カバー率と４Ｇ基地局

による人口カバー率を評価することとしております。 

 また、基準Ｈにつきましては、携帯無線通信の利用が困難な地域の人口の解消数、すな

わちエリア外人口の解消数がより多いことを審査します。これらは、電波政策ビジョン懇

談会の中間とりまとめにおきましても、サービス提供エリアの広さを評価の対象とすべき

だされておりますし、またそのとりまとめにおきましては、携帯電話のサービスエリア外

の居住人口が全国で約３．９万人いらっしゃると、うちエリア化を要望しない居住者を除

きますと約３．４万人いらっしゃるとさられておりまして、特にこの基準Ｈはこうした方々

を対象としたエリア化を評価するものでございます。更にその基準Ｇ、Ｈを審査してもな

お同順位者がいるという場合には、基準Ｉとして認定から４年後の年度末における特定基

地局及び指定済周波数を使用する基地局による面積カバー率、これは非居住地域を含むと

いうものでございますが、より大きいことを審査することにしております。これまでの人

口カバー率は、文字どおり人口をどの程度カバーしているかということを評価するもので

すが、これは人の居住に係わらず例えば道路ですとか、集客施設ですとか、そうしたとこ

ろについて、どのぐらいカバーしたかということを評価するものでございます。 

 ６ページ目を御覧いただけますでしょうか。６ページ目は、競願時の、今御説明申し上
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げました審査基準の評価方法とその配点でございます。 

 審査の透明性、客観性を確保する観点から、各基準への適合度合いを点数化し、合計点

数の高低により順位を確定します。各基準は、電波の有効利用の促進の観点からいずれも

重要と考えておりまして、各基準の配点、最高点は同点とするということにしております。

ここにございます、基準Ｆ以外の審査は対抗的審査、すなわち総当たりをして、勝数に応

じて点数を付与すると。１勝すると１点を付与するということになります。他方、基準Ｆ

につきましては、ここの評価方法に記載してございますが、評価方法に記載された事項に

該当する場合に、配点欄に記載した点数を付与することとしてございます。 

 ここで、Ｎというのは申請者数となります。仮に申請者数が４者であれば、最高点は３

点を付与するということになります。 

 表における基準のＡからＩ、審査事項は先ほど説明いたしましたことと同じでございま

す。その右の欄に評価方法を書いてございます。この方法に従って点数を付与していくこ

とになります。それぞれの基準に応じまして、他の申請者より大きいこと、多いこと、ま

た計画が優位であることを、評価方法として記載してございます。また、繰り返しになり

ますが、基準Ｆについては、該当するかどうか、該当性を判断することとしてございます。 

 次に７ページを御覧ください。本件につきまして、パブリックコメントを７月から８月

にかけて行いました。７、８ページ目に概要をまとめてございます。意見提出は１６件ご

ざいました。その概要について御説明いたします。 

 まず１番でございますが、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクからは本案に賛成と

いうことで、速やかな周波数割当てを望むという意見をいただいてございます。 

 次に３番を御覧ください。３番につきましては、ＮＴＴドコモからの意見でございます。

御手元の資料で縦書きの「希望する周波数帯域の割当てに関する提出意見について」とい

う資料を御覧ください。そこの修正案のところに、下のほうの表でございますが、どの周

波数帯を割り当てるかにつきましては、先ほど説明いたしましたとおり、申請者の希望を
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まず優先することになっております。その場合に、Ａ社とＢ社が同じ周波数帯である①を

希望し、Ｃ社のみ異なる周波数を希望した場合には、Ａ社、Ｂ社のみ競願審査を行うので

はなく、全社競願審査を行なうこととなります。と申しますのも、Ａ社とＢ社を競願審査

した結果、例えばＡ社が優位となった場合にＢ社は第２希望に回ることになりますが、こ

のときＢ社の第２希望の周波数と、Ｃ社の第１希望の周波数が重なっていた場合、周波数

帯②が重なっていた場合には、Ｃ社が第１希望だから優先されるというのではなく、Ｂ社

とＣ社とで競願審査を行い、優位と評価されたほうを優先するとなります。この点がパブ

コメ段階の案では不正確となっておりましたので、これを修正することにしてございます。 

 ７ページにお戻りください。４番目の意見でございますが、これもＮＴＴドコモからで

ございます。基準Ｇの指定済周波数における４Ｇカバー率につきまして、１１０Ｍｂｐｓ

相当の通信速度を実現可能なものに限るとしておりますが、その開設指針には、１１０Ｍ

ｂｐｓ相当の通信速度を実現可能とする周波数幅と空間多重方式の組合せを列記してござ

います。しかしながらその組合せに不足しているパターンがございましたので、その不足

していた組合せを、ドコモから指摘されまして、それを今回追記することとしてございま

す。 

 ５番につきましては、同じく基準Ｇにつきまして、４Ｇ基地局の定義を行っております

が、その定義の記載が不十分だったということの指摘がなされております。これについて

も修正を行ってございます。 

 ６番につきましては、基準Ｈ、携帯無線通信を利用することができない区間エリア解消

に関するものでございます。パブコメ時の指針案では、携帯無線通信を利用することがで

きない集落を含む約５００メートル四方のメッシュについて、そのメッシュの２分の１を

超える範囲においてエリアがカバーされればエリア解消があったと判断するということに

しておりました。すなわち、メッシュ単位で不感地域のエリア解消を判断するということ

にしておりました。しかし、不感エリアにある集落というのは極めて小規模のところもご
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ざいまして、不感エリアは解消しているにも関わらず、そのメッシュの２分の１を超えて

エリア化されなければならないという要件を満たさないがゆえに、エリア解消したとして

取り扱われないという事態が生じるという指摘がございました。この指摘を踏まえまして、

不感地域のエリア解消につきましては、メッシュによりカウントを行うのではなく、その

携帯無線通信を利用することが困難な地域ごとに、その居住区域の全部においてエリア化

されているか否かを審査することといたしまして、そのための修正を行うこととしてござ

います。 

 その他、基準Ｆで先ほど説明いたしました周波数のひっ迫度の関係でございますが、こ

の関係につきまして、９、１０、１１、１４、１５において、ソフトバンク、ワイモバイ

ルから御意見をいただいております。 

 また、グループについての申請要件につきまして、１３番でワイモバイルから御意見を

いただいております。これらにつきましては、電波政策ビジョン懇談会の中間とりまとめ

を踏まえたものであることなどから、原案を維持することとしてございます。 

 また、１６番におきましては、民放連から今回の割当て帯域として、３４８０から３６

００ＭＨｚとしたことについて適切であるという意見。 

 また、１７番から１９番におきましては、スカパーＪＳＡＴから地球局及び受信設備の

保護するための事項を開設指針の要件とすることを支持するといったような、御意見をい

ただいてございます。 

 その他、８ページにございますように、通信事業者、メーカー、個人の方々から、それ

ぞれ御意見をいただいてございます。 

 以上駆け足ですが、開設指針の内容について説明させていただきました。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

○前田会長 はい、ありがとうございました。それでは、ただいまの件につきまして、御

質問、御意見ありますでしょうか。 
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○原島代理 念のための質問ですが、競願時審査基準では、最終的に順位を付けるという

ことが必要になってくるわけですけれども、このＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉが

第２基準まであって、第２基準まであれば必ず同優位者はないであろう、最後は１％刻み

でやるので、１％刻みならば必ず差がつくであろう、そういうことなのでしょうか。同優

位者が最終的にないということの保障はどこでされているのでしょうか。 

○香月移動通信企画官 まず、既存事業者だけか、新規が入っているかということにもよ

ります。基準Ｇ、Ｈまでいくのは、既存事業者だけが上位３位に入ったときということで

ございまして、御指摘のとおり必ずしも同点が絶対あり得ないかということに関しまして

は、そうではないということにはなります。ただ、実際に事業者の方々が取り組まれる内

容というものを評価して、それを割当てに反映させていきたいということから、なるべく

その差が最終的にはつくような形で組んではございますが、おっしゃるとおり絶対差がつ

くということが保障されているものではございません。 

○原島代理 万が一同順位になった場合には、どのように判断されるのですか。 

○香月移動通信企画官 最終的に、最後までいっても同点であれば、それはまた改めて割

当てのプロセスを経ることになっていくと思います。 

○原島代理 この段階ではまだ決めないということになると。 

○香月移動通信企画官 はい、結局決められなかったということになります。 

○前田会長 細かい質問なのですが、先ほど、特定ひっ迫区域とありましたね。これは、

誰かが定義しているのですか。事業者が自分で考えるのですか。 

○香月移動通信企画官 これは総務大臣のほうで、開設指針に地域を指定してございます。

御手元の資料に告示がございまして、最後の２３ページの別表第四に特定ひっ迫区域とい

うものを指定してございます。そこでの取組をどれぐらい登録地区を置いたかということ

を評価することにしてございます。 

 この考え方としましては、これらの東京の例えば２３区ですとか、そういった高トラフ

- 35 - 
 



ィックであると見込まれるところの平均的な基地局数というものをこちらのほうで求めま

して、それらを上回ってくるようなエリアというものを指定してございます。 

○前田会長 はい。それから、料金設定の話がありましたけれども、これは定性的な計画

ということなのですか。料金レベルを書くような話ではないですよね。 

○香月移動通信企画官 そうです。あくまで料金が高いか安いかということを判断するの

ではなくて、利用者の利用ニーズに応じた、多様なプランを持っているかどうかという観

点から判断するということにしてございます。 

○前田会長 あとは、２つの法人の関係で、今度は、条件をいくつか加えたので、これで

同じグループとみなされるところが、あたかもそうでないような顔をして申請を出してく

る例は当面ないのではないかと思うので、それはいいのですけど。いずれそうじゃないケ

ースも、これだけだとあるかもしれないから、その時にはもうちょっと例えば、５分の１

を超えてとか、必ずしも議決権の下限範囲を規定する必要がなかったのではないかなとい

う思いも有ります。これは１つの基準ですが、１０％という基準だったり、あるいは連結

のための基準とか、いろいろ例があるので、今後、より厳しくていいのではないかなとい

う気はいたします。 

○香月移動通信企画官 この点につきましては、今回はこの形にさせていただいておりま

すが、継続して検討したいと思います。 

○山本委員 今の点で、ちょっとよろしいですか。まず料金設定のことは、大変重要なこ

とだと思うんですね。利用者にとっても、非常に今、料金設定が分かりにくいとか、不利

に扱われる利用者層があるとかいうことがあると思うんですけれども、この絶対審査基準

のレベルでいったいどれぐらいこれを審査するのか、何かもう少し具体的な基準があるの

か、あるいは実際上の基準を作るということなのかという点について、お伺いしたいと思

います。 

 比較審査基準であるとすると、こちらのほうが優れているという判断が、あるいはでき
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るのかもしれませんけれど、絶対審査基準だとどういうふうに判断されるのか、審査の過

程がちょっとよく分からない。あまり実効性のないものに結局なってしまわないかという

気もするのですが、その点についてお伺いしたいのと、それから先ほど５分の１という数

字があって、これは、どこかで数字を決めなくてはいけないということではあると思うの

ですが、何か根拠をお考えになった上で５分の１という数字を設定されているのかどうか

ということをお伺いしたいのですが。 

○香月移動通信企画官 まず料金につきましては、先ほど申しましたとおり、料金が安い、

高いということを比較するというものではございません。これの考え方については、今年

の７月にＩＣＴサービス安心・安全研究会の中間とりまとめというのが公表されてござい

ます。その中で、各モバイル事業者は、具体的な料金プランの設定にあたっては、次の２

点を満たしていることが必要というふうにしてございまして、まず１点目は、データ通信

料に応じた多段階のプランが設定されているということ。２点目としましては、データ通

信量の平均値や分布を考慮するということがあげられてございます。こうした点を踏まえ

つつ審査を行っていきたいと思っております。 

 ですので、これは絶対基準ということでございますので、他と比較するということでは

なくて、これらの観点から多様な料金プランというふうに判断されれば、それは絶対基準

をクリアしたというふうに扱うということを考えてございます。 

 ２点目の御質問でいただきました、５分の１超という基準でございます。これは、まず

会社法ですとか独禁法を参考にしてございます。会社法上、関連会社とは、会社が他の会

社等の財務及び事業の方針の決定に対して重要な影響が与えることができる場合における

当該会社というというふうに関連会社が定義されておりまして、今の定義にございました、

他の会社の事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができる場合というものの

中身としまして、議決権の５分の１以上を所有している場合というふうにされてございま

す。まず１つこれを、参考にしてございます。 
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 それから独禁法における企業結合規制、株式を取得する場合、合併する場合などにつき

ましては、独禁法において公取の事前審査が義務付けられてございますが、その企業結合

規制におきましても、保有する議決権の割合が５分の１を超え、この場合は筆頭株主とい

う条件がございますが、その場合に、企業結合審査の対象となるとされてございます。こ

うした他の関連制度なども参考にしながら、今回５分の１超という基準を設定したところ

でございます。 

○山本委員 前者の中間報告については、私も承知しておりまして、それを参考にして、

絶対審査基準のレベルでどれぐらい見られるのかというのが、ちょっとよく分からないの

で、あるいは、絶対審査基準だけの話でなくて、およそその事業者に対する働きかけ等と

いう、もっと総合的な視野からやらなくては結局解決できない問題なのかなという気もい

たしますけれども、この絶対審査基準のレベルでも十分でいきたいと思います。 

○前田会長 それでは、よろしいですか。諮問第３２号につきましては、諮問のとおり制

定することが適当である旨の答申を行うこととしてはいかがと思いますが、よろしいでし

ょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 特に御異議はないようですので、そのように決することといたします。 

 答申書につきましては、所定の手続きにより事務局から総務大臣あて提出してください。 

 以上で総合通信基盤局の審議を終了いたします。どうもありがとうございました。 

（総合通信基盤局職員退室） 

（情報流通行政局職員入室） 

 

諮問事項（情報流通行政局） 

 

○標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式の一部を改正する
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省令案について（諮問第３３号） 

 

○前田会長 大変お待たせして失礼いたしました。それでは、情報流通行政関係の審議を

行いたいと思いますが、その前に、この夏のご異動で幹部の方々が変わられたとお聞きし

ておりますので、新たに着任された方々から一言ずつお願いいたします。 

○安藤情報流通行政局長 ７月２２日付けで情報流通行政局長に拝任いたしました安藤と

申します。なにとぞよろしくお願いします。 

○渡辺大臣官房審議官 放送局担当になりました官房審議官の渡辺でございます。よろし

くお願いいたします。 

○椿情報流通行政局総務課長 総務課長になりました椿と申します。よろしくお願いいた

します。 

○藤野地上放送課長 地上放送課に参りました藤野と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

○久垣放送技術課長 放送技術課長の久恒と申します。よろしくお願いいたします。 

○徳光地域放送推進室長 地域放送推進室の徳光と申します。よろしくお願いいたします。 

○前田会長 ありがとうございました。それでは、審議を再開いたします。 

 諮問第３３号「標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式の

一部を改正する省令案について」につきまして、久恒放送技術課長から説明をお願いいた

します。 

○久恒放送技術課長 はい。放送技術課長の久恒でございます。諮問第３３号の説明資料

に基づきまして、御説明いたします。本件は、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の高音質化

等にかかる制度整備を行うものでございます。 

 １枚目の「改正の背景」につきまして御覧ください。第１パラグラフでございますけれ

ども、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送は、地デジ化に伴い利用可能となりましたＶＨＦ帯
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のうち、９９ＭＨｚを超え１０８ＭＨｚ以下の周波数帯の電波を使用するものでございま

す。全国を７つに分割しました地方ブロックを対象としまして、地域密着の生活情報や、

安心・安全情報を提供するものでございます。今般の技術基準の改正には大きく分けて２

つの背景がございます。１つ目は高音質化に係るものでございます。 

 第２パラグラフになりますが、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送には、高音質な音楽番組

の配信に係るニーズがあることから、本年６月の審議会において御審議いただきました超

高精細度テレビジョン放送の制度整備で採用されました、ＭＰＥＧ－４ ＡＬＳ方式とい

う音声符号化方式を、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送においても追加することによりまし

て、同放送の高音質化を実現することが期待できるとされているところでございます。 

 もう１つは、受信機の迅速な自動起動に係るものでございます。第３パラグラフになり

ますが、近年ゲリラ豪雨等がございますとおり、地域の防災・安全情報等を通信・放送に

より配信する気運が高まっているところでございます。これを踏まえまして、Ｖ－Ｌｏｗ

マルチメディア放送においても、地域の防災・安全情報に関する受信機の迅速な自動起動

を可能とすることによりまして、同放送が地域密着の地域の防災・安全情報を放送するメ

ディアとして寄与することが期待されているところでございます。 

 第４パラグラフになりますが、このような状況を踏まえまして、Ｖ－Ｌｏｗマルチメデ

ィア放送の高音質化等への対応を図るため、今般、規定を整備するものでございます。 

 具体的な内容につきましては、パワーポイントの資料で御説明をいたします。２ページ

それから３ページをめくっていただきまして、パワーポイント、４ページ目にございます、

「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の概要」と書かれているページからお願いいたします。 

 まず、制度整備の経緯でございますが、これまで本審議会において御審議いただいてき

たところでございますが、昨年の１２月に伝送方式等に関する技術基準が公布・施行され

ました。更に同じく昨年の１２月、安全・信頼性基準が公布・施行されたところでござい

ます。その後、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送のハード事業者の募集が行われまして、本
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年７月、株式会社ＶＩＰをハード事業者として認定したところでございます。 

 左の下のほうに、全国７つのブロックに分けまして、それぞれのブロックにおきまして、

９セグメントが割り当てられたということを示してございます。 

 続きまして、次の５ページ目を御覧ください。「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送のサービ

スイメージ」について、でございます。この絵にありますように、大きく２つのサービス

が想定されております。 

 １つ目は、絵の左側にございますとおり、移動中の車の中で視聴可能な音楽番組やニュ

ース・天気予報等のデータ配信、道路走行に関する安心安全情報等を組み合わせたドライ

バー向けの情報配信でございます。 

 もう１つは、絵の右側にございますとおり、スマートフォンなどの個人向けの端末など

に対しまして、音楽番組や地域情報、更には地域の安心安全情報といった地域のコンテン

ツ配信、こういうものが想定されているところでございます。 

 この５ページの一番下の２つの行でございますが、こうしたＶ－Ｌｏｗマルチメディア

放送で想定されている主なサービスを充実する観点から、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送

の高音質化、受信機の迅速な自動起動への対応は重要であると考えておるところでござい

ます。 

 続きまして、６ページ目をお願いいたします。「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の高音質

化への対応」でございます。改正省令の内容といたしましては、囲みの部分でございます

けれども、先ほど申し上げましたとおり、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の高音質化を可

能とするためにＭＰＥＧ－４ ＡＬＳ方式、ロスレス方式を追加するものでございます。

また、入力サンプリング周波数を柔軟性を持たせる形に改正することにおきまして、現行

におきましては、３２ｋＨｚ、４４．１ｋＨｚ、それから４８ｋＨｚでサンプリングされ

ているものですが、下限のみを規定し、３２ｋＨｚ以上といたしまして、より柔軟性を求

めた入力サンプリングを可能にするというものでございます。 

- 41 - 
 



 ロスレス方式について補足いたします。資料の中ほどの右側に「ロスレス方式の特徴」

というのがございますが、この下線部を御覧いただきたいと思います。可逆圧縮を行う音

声符号化方式でございまして、ロスレス方式は、音の成分をカットせずに全てそのまま圧

縮するという方式のものでございます。通常の音声圧縮に比べまして圧縮効率は悪いもの

の、原音を劣化なく送信・再生することが可能な方式でございまして、音楽番組の配信サ

ービスを行うＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送の高音質化に寄与する技術でございます。 

 続きまして７ページをお願いいたします。「受信機の迅速な自動起動への対応」について、

でございます。省令改正の内容といたしましては、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送では、

地域の防災・安全情報の配信も期待されているところですので、地域の防災・安全情報に

よる受信機の迅速な自動起動を可能にするため、ＡＣ信号の用途に地域の防災・安全情報

を追加するという規定でございます。 

 中段の中ほどの表にありますとおり、既に緊急警報放送や緊急地震速報としては、地震

や津波の発生をＴＭＣＣ信号、あるいはＡＣ信号、そういったものを用いることによりま

して、迅速に受信機が自動起動できる仕組みが既に規定されているところでございます。 

 Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送におきましては、このような情報に加えまして、より地

域密着の地域の防災・安全情報をＡＣ信号により配信することができますように、規定の

整備を行いたいと考えております。また、その際のビットの割付けに関する規定の整備も

行うことを書き込まれております。 

 ８ページ以降は参考資料でございますけれども、御説明いたします。９ページは、昨年

１２月に公布・施行されましたＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送の技術基準の概要をまとめ

たものでございます。 

 それからもう１ページ、１０ページを御覧ください。安全・信頼性基準を表にまとめた

ものでございます。 

 もう１枚めくっていただきまして、１１ページでございますが、これは「自動起動の送
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受のイメージ」を御説明させていただいたものでございます。右下にありますとおり、地

域の防災・安全情報を受信しますと、防災ラジオなどの端末が自動起動いたしまして、音

や光、文字によりまして地域の防災・安全情報を知らせることが可能になるものでござい

ます。 

 最後に１２ページでございます。「地域を限定した自動起動の例」でございます。受信し

ている地域を予め端末のほうにプリセットしていただきますと、その特定の地域に限定し

て端末を自動起動させることができるというものを想定してございます。説明の資料は以

上でございます。 

 続きまして、パブリックコメントの意見とその考え方について、次の資料の説明をいた

します。本年７月５日土曜日から８月５日火曜日まで１か月間ほど意見募集を行いまして、

４件ほどの意見をいただいてございます。 

 １件目は、株式会社ＶＩＰからのものでございますが、賛成意見でございますので、賛

同意見として承るとして、ここに記載させていただいてございます。 

 ２点目は、富士通セミコンダクターからの意見でございます。２ページ目の意見の２行

目から８行目にかけましてありますが、今般の改正は防災・安全情報については、セグメ

ント番号０以外での運用が可能になっていることについて、既にセグメント０のみで運用

を想定した開発が富士通セミコンダクターで進められていることから、規定の変更は速や

かなサービスの立ち上げを阻害するのではないかという心配をされる御意見でございまし

た。 

 この意見につきまして、総務省の考え方は１ページ目の下の欄でございます。下から４

行目以降からでございますが、防災・安全情報の運用環境を鑑み、制度上は自由度を持た

せることによってセグメントの柔軟な利用を可能にするというものでございまして、富士

通セミコンダクターが御意見されているように、セグメント番号０での運用を妨げている

ものではないという考え方を示させていただいてございます。 
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 それから、３件目４件目のご意見は、３ページから続いてございますが、これはいずれ

も本改正案に対する直接の御意見に関係するものではないと判断いたしまして、参考とし

て承るという記載を提案させていただいてございます。説明は以上でございます。 

○前田会長 はい、ありがとうございました。それでは、本件につきまして御質問、御意

見等ありますでしょうか。 

○原島代理 本件につきましては、昨年、技術基準が決まり、本年、事業者が認定された

という、その元での標準方式の改正ということだと思いますが、確認ですけれども、今回

の改正はこうしなければいけないというものではなくて、むしろこうしてもいい自由度を

持たせるという改正であるというふうに考えてよろしいでしょうか。こうしなければいけ

ないとなりますと、認定のときに決めた技術基準を変えるという、条件に入っている技術

基準が違うということになりますけれども、むしろ、自由度を高めるためのものである、

これを守らなければいけないというものではないというふうに考えてよろしいでしょうか。 

○久垣放送技術課長 はい、ご指摘のとおり自由度を持たせるもの、いずれも音声の高音

質化を図ること、緊急の場合の住民に情報を伝達するものにつきまして、自由を持たせる

という改正でございます。 

○原島代理 分かりました。 

○前田会長 他にはいかがでしょうか。特にないようであれば、特に反対意見もなかった

と思いますので、諮問第３３号につきましては、諮問のとおり改正することは適当である

旨の答申を行うこととしてはいかがと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○前田会長 御異議がないようですので、そのように決することといたします。 

 答申書につきましては、所定の手続きにより事務局から総務大臣あてに提出してくださ

い。 
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報告事項（情報流通行政局関係） 

 

○平成２５年度民間放送事業者の収支状況について 

 

○前田会長 次に報告事項といたしまして、平成２５年度民間放送事業者の収支状況につ

きまして、藤野地上放送課長、鈴木衛星・地域放送課長及び徳光地域放送推進室長から説

明をお願いいたします。 

○藤野地上放送課長 地上放送課長の藤野でございます。御手元の資料、「平成２５年度民

間放送事業者の収支状況について」と表題が書いてあるものがあるかと思いますけれども、

これに沿って御説明をさせていただこうと思います。 

 最初に、１番、「地上基幹放送事業者」について御説明申し上げまして、続いて衛星系放

送事業者、それから有線テレビジョン放送事業者、その順番で御説明させていただこうと

思います。 

 最初にまず地上基幹放送事業者についてでございますけれども、「参考」と書いてありま

す５ページのほうから御説明させていただきたいと思います。 

 地上基幹放送事業者の主たる収入源というのは広告費でございますので、この全体の趨

勢、動向についてここに掲げさせていただいております。株式会社電通様の調査に基づく

ものでございますけれども、グラフと表を御覧いただきたいと思いますが、平成２５年、

昨年の総広告費が持続的な景気の各傾向、とりわけ、消費税引き上げ前ということで、駆

け込み需要の影響があったことで、２５年の後半は非常に好調に推移したということでご

ざいます。これを反映する形だというふうに理解しておりますけれども、通年の総広告費

は５兆９７６２億円で、前年から比べまして８４９億円の増加、１．４パーセントの増加

となっておりまして、この総広告費としては、２年連続で増加というふうになってござい

ます。 
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 それから、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、これをいわゆるマスコミ４媒体というふうに

言っておりますけれども、この広告費は合わせて２兆７８２５億円ということで、震災が

起こる前の平成２２年の水準を昨年に続いて上回るというふうなことになっております。 

 それから、テレビ、ラジオでございますが、これらの広告費合計で１兆９１５６億円、

これは前年に比べまして０．８％の増となっております。 

 もう少し個別に御覧いただきたいと思いますけれども、テレビの広告費は１兆７９１３

億円、これは対前年比で０．９％の増加となっております。それからラジオの広告費でご

ざいますが、こちらのほうは１２４３億円、前年に比べますと０．２％の減、３億円の減

少となってございます。 

 これは、テレビのほうは２年連続で増加となったわけでございますけれども、ラジオに

ついては、平成１３年から続いて、１３年連続で減少となっております。ただ、減少の幅

はこの数年間は微減になっております。 

 この広告費の全体の中で非常に伸びておりますのは、インターネットの広告費でござい

まして、９３８１億円ということで、前年から比べますと７０１億円、率にしますと８．

１％増となっています。ネットの広告費は過去１５年間ずっと増加というふうになってご

ざいます。 

 それから、この中に衛星メディア関連広告費というのがございます。表の中で衛星とい

うふうに書いております。こちらでございますけれども、衛星となっておりますが衛星放

送の他にＣＡＴＶなどもここに含まれてございます。こちらも平成２５年で御覧いただき

ますと、１１１０億円でございまして、前年から比べて９７億円、９．６％の増加という

ふうに大きな増加率を示しているものでございます。 

 ということで、全体を御覧いただきましたけれども、１ページにお戻りいただきたいと

思いますが、こちらに地上基幹放送事業者の事業形態別で収支状況を御覧いただけるよう

になってございます。 
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 総括表でございますね。（１）のアの表を御覧いただきたいと思います。売上高欄としま

して、事業者数の横ですね、右側のところに売上高の欄がございますけれども、合計で２

兆３２１５．９億円ほどということでございます。昨年度下半期に、企業の業績の改善、

個人消費の持ち直しを反映いたしまして、出稿が活発化した、テレビスポットの広告が多

かったということで、それを反映した数になってございます。 

 テレビジョン放送事業者、これは表の上のほうでございますが、これはラジオの兼営社

も含めておりますけれども、この売上高は合わせて２兆１９３４．８億円ということで、

前年度に比べますと３１５．７億円の増加、率にしますと１．５％の増加になってござい

ます。これは２年連続の増加でございます。 

 更に内訳を御覧いただこうと思いますけれども、テレビジョン放送の単営社、テレビジ

ョンだけをやっている会社です、ラジオをやっていない会社、こちらは、１兆８５７４．

４億円で、前年度から比べて３．１％増となっています。 

 逆に兼営している会社、兼営というのは結局ラジオのうちのＡＭでございますけれども、

このＡＭ放送とテレビジョン放送を兼営している会社で御覧いただきますと、３３６０．

４億円、これは前年に比べますと６．７％の減となってございます。 

 次、ラジオを単独でやっている会社、ラジオ単営社というふうに表現しておりますけれ

ども、こちらを御覧いただきたいと思いますが、こちらの売上高は１１５７．２億円でご

ざいます。前年度から比べますと１．９％の増加でございまして、昨年度に引き続き今年

度も増加したということでございます。 

 この内訳ですけれども、まず中波、ＡＭの放送を単営でやっている会社でございますけ

れども、こちら５２５．９億円となってございます。これは、前年から比べますと３．５％

増ということで、久し振りの増加ではございますが、状況を申しますと、元々ラジオテレ

ビ兼営だったＣＢＣがテレビの単営とラジオに分かれて、ここに加わったというふうな影

響もございます。１社あたりで御覧いただきますと、実はこちらも昨年度よりは減少だと
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いうのが現状でございます。 

 それから短波放送でございます。こちらは、               でござい

ます。こちら１６．８億円で売上は前年度に比べますと２．６％増ということで、２年連

続で増加してございます。 

 それからいちばん下の欄ですね、超短波ＦＭでございますけれども、こちらの単営社は、

６１４．６億円、前年度から比べて０．６％の増加。こちらも２年連続の増加となってご

ざいます。 

 もう少し、左側の欄を御覧いただこうと思いますけれども、売上原価、販売費、一般管

理費の費用でございますけれども、２兆１７３０．６億円というのが合計となってござい

ます。 

 費用は売上高の増加に伴って、いろんな活動が増えますので、前年度比で増加となって

いるところが多いわけですけれども、他方で、各社ともコスト削減に努めている結果とい

うふうに考えておりますけれども、対前年度の増加率で見ますと、売上高のそれを下回っ

ているというところが多くございます。 

 そうしまして、今度損益のほうですけれども、営業損益、経常損益ですが、それぞれ１

４８５．１億円と１７０９．８億円でございます。営業損益はラジオ、テレビとも全体と

しては前年度から増加している、これは売上高の増加と先ほど申し上げたようなコスト削

減を務めた結果というふうなことだと考えています。 

 経常損益のほうもそういうふうに増加したということでございます。 

 当期損益いちばん右の欄でございますが、これは９７９．９億円ということで、全事業

者ベースで前年度を上回る結果となってございます。 

 次ページをおめくりいだきまして、２ページを御覧いただきたいと思います。２つグラ

フが掲載してございますが、まず上のほうの欄を御覧いただきたいと思います。「イ」と書

いているところでございます。これは、各事業形態ごとにどれぐらい黒字の会社があって、
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赤字の会社がどれぐらいあるのかということを並べてございますが、左側、それぞれの事

業形態ごとの左側が平成２４年度、右側が平成２５年度として、このグラフ並べてござい

ます。赤字社数、全体、概括申し上げますとテレビ事業では減少しております。ただラジ

オ事業者では、増加している傾向がございます。テレビのほうを御覧いただきますと、１

２７社で全部でございますけれども、このうち黒字社が単営で９３社、ラジオをやってい

る兼営で３１社の合計１２４社ございますけれども、赤字というのはそれぞれ１社と２社

で合計３社でございます。 

 それから、ラジオでございますけれども、全部で６６社でございますけれども、黒字社

がＡＭと短波合わせた数字でございますが１２社、それからＦＭ単営の３９社で、合計５

１社ございます。赤字社が同じくそれぞれ３社、１２社で合計１５社となってございます。 

 収支状況の推移、今度は下を御覧いただきたいと思います。青いグラフが売上高、赤い

グラフが費用でございますけれども、売上高は過去のトレンドから御覧いただきますと、

平成２０年にリーマンショックがございましたけれども、ここで大きく減少したあとほぼ

横ばいであったわけですけれども、２４年度、そして昨年度と引き続いて増加というふう

になってございます。費用でございますけれども、リーマンショック前はデジタル投資を

各社進めておりましたので、その結果として減価償却が重くなって増加傾向にあったわけ

ですが、リーマンショック後は費用削減を推し進めていただきまして、大幅減少になった

と。ここ数年は、売上高の増加に伴う微増というのが起こっているというような状況でご

ざいます。 

 次の３ページを御覧いただきたいと思います。テレビ、ラジオの両方の放送事業者共に、

平成２０年のリーマンショックのあとは、一貫してコスト削減に努めた結果が反映されて

いるということでございますけれども、営業損益、経常損益、当期損益いずれも、増加と

いうことで推移してございます。 

 それから下のほうを御覧いただきたいと思いますが、こちら売上高営業利益率でござい
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ます。本業の収益性を示す指標というふうに言われているものでございますが、地上系は

全体で６．４％でございます。これを事業形態別に見ましても、テレビ全体が６．７、そ

れからＦＭが３．５％ございまして、これは日本の全産業と比べますと、全産業で２．９％

ですので、これを上回る状況になってございます。 

 ただ、逆に、ＡＭ、短波のほうは０．６％でございまして、この全体の水準からは大き

く下回ってしまっているという状況でございます。 

 全体のこのトレンドとしましては、テレビ全体は平成２１年度から、それからラジオの

ほうは２２年度から増加に転じているというような状況でございます。 

 それから、４ページを御覧いただきたいと思います。これは、売上高、営業損益のそれ

ぞれで、在局のキー局とそれから大阪のほうの準キー、それからそれ以外の局の比率がど

うなっているかというのを見たものでございます。 

 売上、営業損益とも在京キー局概ね半分弱、在阪の準キー局が概ね１割、残りをその他

で占めると、そういうふうな状況になってございます。 

 営業損益では、リーマンショック後の業績悪化した時期に一時的に在京キー局の比率が

増えたというふうな現象が起こりましたけれども、今は概ね旧状に復したというふうな感

じになってございます。 

 それでは、続きまして衛星放送のほうから。 

○鈴木衛星・地域放送課長 御手元の資料６ページを御覧いただきたいと思います。衛星

放送について御説明させていただきます。 

 衛星放送の具体的な収支の御説明に入る前に、この表の「事業の別」のところで、衛星

放送事業の全体像について御説明をさせていただきたいと思います。 

 衛星放送につきましては、衛星基幹放送、衛星一般放送の２種類がございます。衛星基

幹放送につきましては、ＢＳ放送、それから東経１１０度ＣＳ放送がございまして、ＢＳ

放送につきましては、民法キー局系やＷＯＷＯＷをはじめとする２０社、そして東経１１
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０度ＣＳ放送については、「スカパー！」サービスとして知られております２３社がござい

ます。これらの基幹放送につきましては、地上波との３波共用機、それから共用のアンテ

ナで視聴することが可能になってございます。それから、表の下のほうの衛星一般放送で

ございますけれども、こちらは「スカパー！プレミアム」サービスと呼ばれております東

経１２４／１２８度ＣＳ放送の事業者、それからそれ以外の衛星を使っている音楽チャン

ネル２社の合わせて４６社がございます。こちらにつきましては、地上波の受信機とは別

に専用のチューナーとアンテナが必要になっております。 

 それでは、具体的に営業収益の状況について見てまいります。この表のいちばん下の左

のところの数字から御覧いただきたいと思います。 

 衛星放送事業全体では、営業収益は４４９１億円の市場規模になってございます。前年

度比では営業収益はマイナス０．４％ということで、大きな動きはなくて微減ということ

でございます。営業費用は４０９０億円で前年度比０．９％減、営業損益は４０１億円で

前年度比４％増となっております。全体といたしましては、大きな変化はなく横ばいとい

った状況と言えるかと思います。 

 続きまして、それぞれの区分別の状況を見てまいりたいと思います。同じ表の中でござ

いますけれども、衛星基幹放送については、このＢＳ放送のところですので、表の中の上

から４番目の数字でございます。ＢＳ放送、１７８３億円ということで前年度比８．２％

の増になってございます。こちら増加傾向を維持しておりまして、近年このペースで堅調

に推移しているところでございます。 

 さらにその下のキー局系ＢＳ放送のところを御覧いただきますと、キー局系の５社の合

計は６７２億円ということで、前年度比１４．３％増と好調な伸びになってございます。

これは、近年は広告収入は順調に増加している影響で、好調を維持しているというもので

ございます。さらにその下でございますけれども、東経１１０度ＣＳ放送につきましては

６７４億円ということで、前年度比１９．７％増になってございます。１９．７％増とい
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うことで非常に大きな伸びに見えますけれども、これは平成２４年２月の新規認定にかか

る事業者がはじめて１年分の決算を計上された影響も含んでいるものでございます。した

がって、この新規認定分を除いて見てまいりますと、営業収益は５０７億円ということで、

前年度に比べて４．３％の増加ということでございますので、新規認定分を入れると１９．

７％増ですけれども、その影響を除いても４．３％の増加ということで、契約者数も１９

６万から２０６万と伸びておりますので、ここも増加の傾向があるということでございま

す。 

 続いて、その下の衛星一般放送、東経１２４／１２８度ＣＳ放送についてでございます。

こちらにつきましては、事業者数、それから契約者数とも、減少傾向にございまして、前

年比で１１．５％減の２０３３億円となっております。事業者数については６６事業者か

ら４６事業者になっておりますけれども、この要因といたしましては、段階的に放送事業

者から番組供給事業者に移行しているものでございます。その背景といたしましては、ト

ランスポンダの利用料の支払いが厳しくなってきた小規模の事業者が、放送事業者から番

組供給事業者へと移行していること、それによってコスト削減を図ったため、その影響で

事業者数が減っているところでございます。ただし、視聴者から見ますと、番組について

は、放送事業者から番組供給事業者に替わっても、視聴者から見ると番組の数等について

は、概ね維持されているという状況になってございます。契約者数については、前年１７

６万件から１５７万件ということで、東経１１０度ＣＳ放送の普及に伴いまして、こちら

東経１２４／１２８度ＣＳ放送のほうは減少傾向が続いているところでございます。 

 続いて、７ページをお開きいただきたいと思います。上のグラフのところ、黒字社、赤

字社の状況でございます。ＢＳ放送、東経１１０度ＣＳ放送、衛星一般放送、それぞれ事

業規模別に３つに分けたグラフになってございますけれども、その３つをまとめて、ＢＳ

放送から見てまいりますと、ＢＳ放送につきましては、全体で２０社のうち９社が赤字に

なっております。これは、平成２１、２２年の新規認定の９社のうち、黒字化を達成して
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いるのは２社のみで、残り７社は赤字という状況でございますので、立ち上がり時期でこ

ういう新規の事業者はまだ厳しい状況が続いておりますけれども、新規ＢＳ放送全体での

赤字額は昨年より減少しております。黒字化までは、通常これまでの衛星放送も７年程度

かかっておりますことから、今後の収支改善に期待が持たれているところでございます。

それから真ん中の３つのところですが、東経１１０度ＣＳにつきましては２３社中４社が

赤字ということでございます。この４社のうち３社は、やはり同じく平成２４年２月認定

の新規事業者でございます。 

 続いていちばん右側の衛星一般放送でございますが、こちらは４６社中１６社が赤字と

いうことで、先ほど御説明させていただきました事業者数の減少に伴いまして、赤字社数

も減少しておりますけれども、赤字社数の割合については、昨年と変わらない状況でござ

います。 

 続いて、その下の表のところでございます。こちら衛星放送事業の収支ということで、

ＢＳ放送、東経１１０度ＣＳ放送、それから衛星一般放送、それぞれにつきまして、過去

から見てまいりました収支状況でございますけれども、いちばん右側の平成２５年を見ま

すと、それぞれの区分毎について、事業損益のところですが、黒字を３区分とも確保して

いるという状況でございます。 

 衛星放送については以上でございます。 

○徳光地域放送推進室長 それでは、８ページをお願いいたします。「有線テレビジョン放

送事業者の収支状況について」御説明いたします。 

 まず「注１」のところでございます、調査対象は、登録に係る自主放送を行なう営利法

人のうち、ケーブルテレビ事業を主たる事業とする者２９２社ということでございまして、

この数は去年と変わっておりません。 

 まず全事業の総額でございます。全事業の総額とは、ケーブルテレビ以外の事業、イン

ターネット接続と電気通信事業ということが主になりますが、それを含めました企業全体
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の収支でございます。実は、これ昨年はじめて１兆円を超えたということでございますが、

今年もこれから更に２％ぐらい増加しておりまして、１兆５６７億円の営業収益、売上を

上げておりまして、当期損益では７２６億円の黒字というふうになってございます。 

 そして、ケーブルテレビ事業につきましてでございますが、営業収益は５０３０億円と

いうこと、そして、営業損益は４２３億円というふうになってございます。 

 図３－１を御覧いただきたいと思いますが、これは全事業の最終損益について、単年度

黒字事業者数、及びその割合の推移を示したものでございます。これ、昨年度は２４２社、

８２．９％ということでございましたが、それが増加しまして、２５８社、８８．４％が

単年度黒字というような状況でございます。 

 更に図３－２、「ケーブルテレビ事業の収支状況の推移」ということを御覧いただきたい

と思いますが、これは先ほど申し上げましたとおり、２５年度は売上高５０３０億円とい

うことでございます。 

 実は、この図からも分かりますようにピークは平成２２年度、これはアナログ停波に向

けて、デジタル波対策等で太っていったということも主たる要因のようでございますが、

この２２年度が５４３７億円の収益で、そこでピークということで、その後は料金プラン、

利用者側からと、料金プランの見直しでもう少し安い料金のプランに変更するといったよ

うなことで、客単価が低下しているということがございますようですが、いずれにしろ近

年では、この５０００億円前後というところに落ち着いていくといった状況でございます。 

 説明以上でございます。 

○前田会長 ありがとうございました。それではただいまの報告につきまして何か御質問

等ありますでしょうか。 

○原島代理 １点だけ。広告費のところですけれども、ＢＳ等ではいわゆる通信販売で番

組全体を使うというのがいくつかございます。それは広告費の範疇に入っているのですか、

それとも別のジャンルなのでしょうか。 
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○鈴木衛星・地域放送課長 衛星放送で発表している数字においては、広告とは別の区分

で通信販売という形になっております。 

○原島代理 通信販売という別の区分ということ、そうすると、今日の最初のところに広

告費の推移というのがありましたけれども、その中にも入っていないという解釈でよろし

いですか。 

○藤野地上放送課長 そうですね。 

○原島代理 分かりました。ありがとうございます。 

○前田会長 他には、いかがでしょうか。 

○山本委員 では、１つよろしいですか。昨年か、もう少し前からか、ラジオ放送事業の

経営の強靭化ということが言われていて、制度的な対応もされてきているということなん

ですが、全体的に見て、あるいは、個別の会社ごとに見て、ラジオ事業の状況というのは

よくなっているという評価をしていいのか、あるいは、悪くなっている、あるいは、依然

同じような水準であるというふうに見ていいのか、その辺の全体、あるいは個社ごとに見

た場合の評価としては、どのようになりますでしょうか。 

○藤野地上放送課長 昨年から放送ネットワークの強靭化というのをやっているんですけ

れども、これは災害に強い放送ネットワークを確保しよう、あるいは、難聴がなるべくな

いようにしようというふうな取組がございまして、経営自体を強化するというふうな主旨

ではないのですが、放送事業者の経営体制というのはきっちりないと放送全体が成り立た

ないので、そこはしっかり見ていこうと考えております。ラジオ全体の経営状況ですが、

先ほど赤字社がこのように増えたというふうなことをさっき申し上げましたけれども、必

ずしも赤字が増えたから悪いんだということとも限らなくてですね、例えばこの２ページ

のところで、ＡＭ事業者の赤字が２社あると。３社と書いてあるんですが、これは    

含めて３社だと思いますけれども、この２社どこかと言いますと      、

それから            なんですけれども、      は一般に経営が悪く
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ないと思われていると思いますが、ここで赤字社にカウントされております。これはどう

してかと言いますと、                     、そういう一時的な

要因によって今回赤字になったというようなこと聞いていまして、全体、非常に経営が困

っているという会社がこの中に含まれているということではないわけでございます。全体

のトレンドから見ますと、確かにＡＭ放送は特にそうなんですけれども、段々下がってき

た状況というのはずっと続いているということですが、震災での役割というのが、災害の

時の対応の役割というのが非常に注目されたこともあって、まだプラスまで転じたところ

はないのですけれども、いろんな指標で微減ぐらいのところまできているというのは確か

でございまして、個々の事業者についても、必ずしも今ここが危ないぞというところがあ

るわけではありませんので、そういった意味では、若干、成長産業とは言えませんけれど

も、落ち着いた状況にあるということは言えるのかなというふうに思っています。 

○山本委員 すみません、経営の強靭化という、若干ミスリーディングな表現をいたしま

したけれども、経営に関していろいろ工夫をしようと思えば、いろいろな取組ができるよ

うな制度の改正が行われたということだと思います。 

 申し訳ございません。私のほうの表現が不十分だったので。若干補足をしました。 

○前田会長 他にはいかがでしょうか。特にありませんか。特にないようでございますの

で、報告事項については終了したいと思います。どうもありがとうございました。 

 以上で、情報通信行政局関係の審議を終了いたします。どうもありがとうございました。 

（情報流通行政局職員退室） 

 

閉    会 

 

○前田会長 それでは、これにて終了といたします。次回の開催は平成２６年１０月８日

水曜日、１５時からを予定しておりますので、よろしくお願いいたします。ありがとうご
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ざいました。 
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